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百貨店、スーパー等 2 百店超を展開し 8 万人の従業員を擁する。同社憲法には従業員によ
る会長罷免権が規定されている。その中で JLP は大規模なリストラを断行した。従業員所



































 最後に筆者は 3 人のエシカル・ビジネス・アントレプレナーの足跡を追い、彼らの中で
デュアル・ミッションがどのように形成され、揺れ、消化され、または消化されずに行っ
たのかを見て行くことで、筆者はデュアル・ミッションの本質の浮彫りを試みている。 
 申請者は、産業革命期に従業員福祉を推進したロバート・オウエン、露骨な資本主義が
跋扈した戦間期に従業員所有事業を確立したスピーダン・ルイス、戦後の国際化と競争激
化の中で非暴力主義と会社の信託統治を実現しながらも独裁を通したアーネスト・バーダ
ーの 3 人を取り上げ、それぞれ英国の産業史の画期にどのようにしてデュアル。ミッショ
ン経営を確立して行ったか、またそれらがいかに矛盾を内包していたかを記述している。 
3 人のうちオウエンのみが事業性ミッション一辺倒からデュアル・ミッション経営を経て、
社会性ミッション一辺倒になって行くという一方向の行動を見せ、そして破綻した。ルイ
スとバーダーはどこまでも事業家だった。彼らは経営困難の時には社会性ミッションをか
なぐり捨てて会社のサバイバルに腐心した。彼らは決して事業性ミッションを社会性ミッ
ションの上位に位置づけなかったが、それでも「事業性なき事業に社会性を語る資格なし」
という事を行動で示した。彼らの中では、デュアル・ミッションは分かちがたいカードの
表裏のようなものだったし、表裏の矛盾を矛盾のまま抱えて走り続けた。そのアンビバレ
ントな価値観の承継のプロセスでは、デュアル・ミッションを言語化して規定せざるを得
なかった。その時点でデュアル・ミッションは「事業性」と「社会性」に二律化し、杓子
定規なものに変容して行った。おそらくそれがルイスとバーダーには我慢ならなかったの
だろう。彼らは後継者達を誹謗中傷し続けた。倫理的かつ独創的な事業を創造した起業家
がかくもあさましく後継者をののしる。申請者はこの事に事業性と社会性の境界の不明瞭
性、不可分性というデュアル・ミッションに元来備わっている本質を見いだしている。 
 
 申請者は本論文を通じて「矛盾の体内化」という問題意識に対峙している。社会に充満
する矛盾に対して、人びとや組織がどちらかの立場を取る、または人びとをそのように仕
向ける仕組みが存在すると、反対勢力との闘争が必然的に起こる。申請者はこれに対し、
矛盾の体内化にその回答を求めており、エシカル・ビジネス概念に「社会性」と「事業性」
の体内化を、従業員所有事業に「資本」と「労働」の体内化を見い出し、これからの時代
における諸組織の課題解決への道筋の提示を試みている。その意図を反映して、申請者は
本論文が研究者と実践者の双方への問題提起となるように構成、記述している。 
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Ⅱ．論文審査結果の概要 
 本論文は今日の市場経済に対する疑問、批判をとおして世界各地で展開しているエシカ
ル･ビジネスを歴史的に考察するとともに、その構造と意義を理論的に明らかにし、エシカ
ル･ビジネスの一形態である従業員所有事業の現状と可能性をイギリス、アメリカなどの事
例調査をとおして研究したものとなっている。理論研究という面とこれからの経済に対す
る実践的モデルの提示という面とを統一的に展開させた優れた研究である。 
 本論文は2014年3月30日に提出され、2014年5月29日に第一回、第二回博士論文審査会を
開催した。審査会においては実践的な研究でありながら、理論研究としても深い洞察がお
こなわれていることに対して、審査委員から評価する意見が示された。とりわけ従業員所
有事業についての研究は日本ではこれまでほとんどおこなわれてきておらず、また諸外国
の研究においてもそれぞれの国の研究であり、世界を横断するような従業員所有事業の研
究は存在しないことから、この点からも世界ではじめての研究といってもよい斬新な研究
であるという評価をえることができた。 
 2014年6月12日におこなわれた第三回公開審査会においては、申請者によるパワーポイン
トを使った30分のプレゼンテーションが実施され、その後に審査委員から質問が出された。
エシカル･ビジネスを安定的なモデルとしてとらえるのではなく、社会性ミッションと事業
性ミッションとのあいだでたえず揺れ動くモデルとしてとらえる申請者の視点や、従業員
所有事業もまたこのふたつのミッションのあいだで動揺しながらも、この事業形態が広が
っていく世界の現実に対する質問などが出され、申請者の適切な対応により、有意義な議
論をすることができた。審査委員からはできるだけ早く出版などのかたちで社会に研究を
公開すべきであり、公開される意義は大きいという意見も強く出されている。 
 2014年6月12日の公開審査会後に開かれた第四回審査会においては、博士論文審査委員会
は全員一致で本論文を合格とするという結論に達した。 
 本論文が評価されるべき点は以下の通りである。 
 第一に今日世界各地で展開され、歴史的にもイギリスでは150年ほどの歴史をもつにもか
かわらず、総合的な研究がおこなわれているとはいえないエシカル･ビジネスを歴史的に明
らかにするとともに、社会性ミッションと事業性ミッションのあいだで揺れ動く経営モデ
ルという申請者独自の視点で明らかにしたことをあげることができる。 
 第二に日本ではほとんど研究がおこなわれておらず、また諸外国の研究をみてもその国
の研究にとどまってきた従業員共同所有事業の研究を、アメリカ、イギリスなどでの事例
研究をふくめて、世界横断的な視点で考察したはじめての論文であるということがあげら
れる。 
 第三に、理論研究であるとともに、高い実践性を併せ持つ研究であり、これからの経済
デザイン、経営デザイン、社会デザインを考察する上でも、多くの研究者に大きな示唆を
与えるであろう研究になっていることもあげておかなければならない。 
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 審査委員からはエシカル･ビジネスの研究をさらに深める上で、本論文の中心事例となっ
た従業員共同所有事業以外の事例もふくめて、より総合的な研究になることを期待すると
の声があったが、そのことについては申請者の今後の研究に期待するものである。 
 公開審査会における申請者の真摯な姿勢もふくめて、研究者としての今後の可能性を示
す論文であり、審査委員会は本論文が博士（社会デザイン学）学位論文にふさわしいもの
であることを、一致して承認することとした。 
 
